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第 1 章 はじめに 

いの町（以下「本町」という。）の水道事業は、お客様の皆様に安全な水を安定的に供給

し、健全な水道事業の経営の実現を目指して事業運営に取り組んでいます。 

本町は、昨今の人口減少等への対応、施設の老朽化対策など水道事業を取り巻く課題が

顕著になりつつある中、平成２９年４月１日より、簡易水道事業を水道事業へ経営統合し

ました。 

この経営統合を機に、運営基盤の強化とお客様サービスの向上を図り、適切なインフラ

更新と財務の健全性確保の両立を目指した経営戦略を策定するものです。 

 

■策 定 日：平成 30 年 3 月 

■計画期間：平成 29 年度 ～ 平成 38 年度  

 

第 2 章 事業概要 

１．事業の現況 

（１）給水及び施設 

本町の水道事業の給水及び施設の現況は、次に示すとおりです。 

 

図表 2.1 給水の現況 

 

 

 

 

図表 2.2 施設の現況 

 

 

 

 

 

 

（２）料金体系の概要等 

現行の料金体系は次のとおりです。平成１１年６月に改定したもので、一般用や営業用

などの用途別に区分し、それぞれ基本料金と従量料金（超過料金）を設定しています。 

平成２９年度以降は単年度赤字の発生が見込まれるため、健全な運営を確保するために、

人件費、修繕費、減価償却費などの営業費用に、施設の計画的な改修・更新等に必要とな

る資産維持費を見込んだ総括原価を設定し、需要者の負担の公平に配慮した適正な料金水

人

人

千㎥／ha

法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）
現 在 給 水 人 口 21,378

有 収 水 量 密 度 1.01

供用開始年月日 昭和 30年 4月 1日 計 画 給 水 人 口 17,903
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準を検討します。 

 

図表 2.3 料金の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）組織 

本町の水道組織は、次のとおりです。 

 

図表 2.4 水道組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．これまでの主な経営健全化の取組 

（１）業務の概要に関して 

 伊野地区においては、音竹水源地にてマンガン値が水質基準を超える等の原水水質の

悪化が問題となっていたことから、平成２０年度から新たな水源地を鎌田地区に整備し、

平成２２年度から新水源地からの供給を開始しました。さらに、老朽化した北山配水池

と大国山配水池を統合更新に向けて、平成２６年度から事業を行っています。 

 吾北地区においては、思地簡易水道にて平成２３年度から平成 25 年度にかけて老朽

化した水道管路の更新及び上八川簡易水道との統合を行いました。また、土居・日比原

簡易水道にて平成 26 年度から平成 28 年度にかけて老朽化した水道管路の更新を行い

水道使用料（税抜き）

種別 用途 基本水量 基本料金
超過料金
1ｍ3につき

一般用 8ｍ3 480円 95円

専用 営業用 10ｍ3 650円 105円

臨時用

共用

　　　1ｍ3につき　　　　195円

　　　1ｍ3につき　　　　95円

メーター使用料（税抜き）

口径 料金

13 70円

20 120円

25 140円

30 220円

40 300円

50 1,200円

75 1,500円

本川総合支所

産業建設課
課長

１名

課長補佐

１名

事務職員

１名

上下水道課
課長

１名

課長補佐

１名

技術職員

１名

事務職員

２名

本庁

吾北総合支所

建設課
課長

１名

課長補佐

１名

技術職員

１名

事務職員

１名
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ました。 

 また、水道事業の一元化により、維持管理体制の強化、事業経営の安定化を図るため、

平成２８年度末をもって簡易水道事業を廃止し、水道事業に経営統合しました。 

 

（２）健全化への取組 

収入面に関しては、次のような取組を進めています。 

� 水道料金滞納者に対する給水停止措置を行ない、速やかな未収金回収の徹底に努め

ています。 

� 安定収入につながる口座振替への切替えについて、あらゆる機会を通してＰＲを行

っています。 

また、支出面に関しても次のような取組を進めているところです。 

� 事業の実施時期を一時期に集中することのないよう平準化を行っています。 

� 他事業（道路整備等）との同時施工によるコスト削減を図っています。 

� 漏水調査実施により、早期発見による無効水量の減少に努めています。 

� 公的資金補償金免除繰上償還による民間資金への借換えにより、企業債利息の大幅

な節減を図っています。 

 

３．経営比較分析 

水道経営に関わる現状分析は、図表 2.5 及び図表 2.6 に示すとおりですが、補足すべき

事項は次のとおりです。 

� 平成２７年度の水道事業と簡易水道事業の決算ベースで示した、それぞれの分析表

です。 

� 人口減少に伴う給水収益の減少のなか、簡易水道統合事業、北山・大国山配水池統

合事業、老朽化した設備や管路の更新事業などの大規模な投資的事業を実施してお

り、今後も厳しい経営環境が続くものと思われます。 

� 平成２８年度までは、黒字経営を維持してきましたが、平成２９年度からは赤字決

算となる見込みです。 
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図表 2.5 経営比較分析表（水道事業） 
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図表 2.6 経営比較分析表（簡易水道事業） 
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第 3 章 将来の事業環境 

１．給水人口の予測 

市町村合併後の平成１６年度末の人口は、２８，６４５人で、平成２８年度末の人口は

２３，５７４人と減少しています。また、いの町人口ビジョンでの推計によると平成３７

年には２０，０６４人まで減少すると予想されています。 

給水人口の予測については次のとおりです。 

� 人口推計は、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）及びいの町人口ビジョンを

基に平成２７年度末の住民基本台帳の値で比例配分しました。 

� 人口推計を基に、普及率を想定して給水人口を予測しました。なお、社人研といの

町人口ビジョンの２つのケースで給水人口を予測しましたが、本経営戦略では、将

来リスクを想定して、より厳しい社人研の値を採用しました。 

 

図表 3.1 給水人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．水需要の予測 

 少子高齢化の進展などによる人口減少や生活スタイルの変化に加え、節水意識の定着

等により減少傾向が続いていくものと考えられます。 

 水需要（有収水量）の予測については次のとおりです。 

� 有収水量＝給水人口×直近 5 年間の平均値から求めた給水人口一人当たりの有収水

量 
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図表 3.2 水需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．料金収入の見通し 

地方公営企業の本来の目的である公共の福祉の増進のためには、適正な水道料金による

給水収益の確保が必要ですが、本町の今後の人口予測は厳しいものとなっており、人口減

少等に伴って給水人口や水需要も減少の見込みです。このため、収入においては、適正な

料金水準の設定が最重要課題です。 

 料金収入の見通しについては次のとおりです。 

� 料金収入＝有収水量×直近５年間の平気値から求めた有収水量１立方メートル当た

りの料金収入 

 

図表 3.3 料金収入の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．施設の見通し 

平成２９年度にアセットマネジメントを実施し、それを基に水道施設の更新計画を策定

し、南海トラフ地震に備えての取水施設、配水池、重要管路の耐震化や老朽した配水池の

統合、耐用年数を経過した配水管の布設替え等の総合的かつ計画的な更新を進めていきま

す。今後１０年間で、約１６億円の更新費用が必要になると見込まれます。 
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 施設の見通しについては次のとおりです。 

 

図表 3.4 施設の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．組織の見通し 

水道事業の運営を維持する上で、人材の確保・育成が課題となっています。これらの課

題に対し、水道事業の広域化や民間事業者等との連携による経営の効率化を進める必要は

あるものの、これらは中長期的な検討を要することから、短期的には、人員を補強して経

営に支障をきたさない対策も必要と考えています。 

 

第 4 章 経営の基本方針  

水道事業は、町民の生活や事業活動を支える重要なライフラインであり、ひろく均等に、

清浄な水をいついかなる時においても、常時豊富に供給することは、町の責務といえます。

地域とともに未来へつなぐ水道事業を確立するために、「安全」・「強靱」・「持続」の視点か

ら、本経営戦略で今後推進していく経営方針は、次のとおりとします。 

 

１．「安全」・・・安全で良質な水道水の供給 

（１）水源の保全 

地下水を取水する取水井では、周辺地域の汚染源の監視とともに、水質計測機器の保守

整備を行い、安全な原水と十分な水量を確保できるよう努めます。さらに、井戸の定期的

な点検・洗浄・補修を実施し、井戸の長寿命化を図ります。 

 

（２）適切な浄水方法の採用・検討 

浄水施設では、耐塩素性病原微生物であるクリプトスポリジウムの対策として、膜ろ過

や急速ろ過など、原水水質に応じた適切な浄水方法を必要に応じ検討します。 
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（３）配水管路での給水水質の維持 

配水管内での滞留水の発生は塩素濃度の低下の大きな要因ともなります。このため、配

水管末のループ化や定期的な排水洗浄の実施を図ります。また、適切な塩素濃度の維持の

ため、必要に応じて追加塩素注入施設の整備を進めます。 

 

２．「強靱」・・・安定した水道水の供給 

（１）水道施設の更新・補強 

老朽化した配水池や管理棟等の施設の更新や補強を進めるとともに、耐震性能に問題の

ある管路は優先的に布設替えを実施します。 

 

（２）耐震対策 

南海トラフ地震に備えて、耐震対策の実施に取り組みます。 

� 水源地や配水池等の構造物の耐震化 

� 基幹管路や給水拠点への管路の耐震化 

� 緊急遮断弁の設置や給水車による応急給水拠点の確保 

� 仮説資材のストックや指定工事業者との連携による早期復旧体制の拡充 

� バックアップ管路や連絡管による応急配水管路網の構築 

 

３．「持続」・・・安定した水道事業運営の維持 

（１）計画的な整備事業の実施 

日常的な維持管理や修繕等を適切に実施することにより、維持管理費の増大の抑制に努

めます。また、更新投資を計画的に実施し、投資の平準化、効率化に努めます。 

 

（２）適正な料金水準の維持 

主要な収入源である水道料金については、概ね３年から５年ごとに、適正な料金水準の

検討を行います。 

 

（３）有収率の向上 

老朽管路の布設替えによる漏水防止や、定期的な漏水調査を実施し、漏水の監視を強化

することにより、無効水量を削減し、有収率の向上に努めます。 

 

第 5 章 投資・財政計画 

1.  投資・財政計画について 

（１）投資について 

計画期間内に実施する主な投資の考え方は次のとおりです。 

更新計画に基づき、平成２９年度から平成３８年度までの１０年間で、総額約１６億円

を投じて、南海トラフ地震に備えての取水施設、配水池、重要管路の耐震化や老朽した配
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水池の統合（大国山配水池と北山配水池の統合）、耐用年数を経過した配水管の布設替え等

の総合的かつ計画的な更新を進めることとします。 

 

（２）財源について 

財源（国庫補助金・交付金、繰入金、国庫補助金等）の積算の考え方は次のとおりです。 

� 国庫補助金：生活基盤施設耐震化等交付金の対象として見込める事業費から算定。 

� 他会計補助金：簡易水道の経営統合前の建設改良費について発行された企業債の元

利償還金の額と、国が示す繰出基準に基づき算定。 

� 企業債：各年度の企業債発行額は原則として償還元金の範囲内とし、企業債への依

存度に留意し算定。 

 

（３）投資以外の経費について 

投資以外の経費（職員給与費、動力費、修繕費、薬品費など）の積算の考え方は次のと

おりです。 

� 職員給与費：いの町職員（一般行政職）の平均給料月額をベースに、平成２９年度

と同水準で算定。 

� 動力費：直近５年間の配水量１m3 当たり平均額×各年度の見込み配水水量を基に

算定。 

� 通信運搬費：直近５年間の平均値を基に算定。 

� 修繕費：直近３年間の平均値を基に算定。 

� 薬品費：直近５年間の配水水量１ｍ３当たり平均額×各年度の見込み配水水量を基

に算定。 

 

 

以上を踏まえた投資・財政計画は、次のとおりです。 
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図表 5.1 投資・財政計画（収益的収支） 
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図表 5.2 投資・財政計画（資本的収支） 
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２．将来の収支見込と取組方針 

給水収益の減少などにより、今後の収支は悪化し、平成２８までは黒字経営を維持して

きましたが、平成２９年度からは、計画期間中に収益的収支が赤字となり、資本的収支を

賄う未使用補填財源についても枯渇の傾向を示すことが伺えます。 

計画期間中において、適正な料金水準を検討し、赤字解消に向けた経営健全化の取組が

必要な状況です。 

 

図表 5.3 収益的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.4 資本的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.5 未使用補填財源 
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図表 5.6 企業債残高 
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図表 5.7 経営指標を使った今後の取組方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 経営指標項⽬ 単位 算出⽅法と⽤語解説

いの町⽔道事業

（簡易⽔道事業を除く）

のＨ２７決算値

類似団体

H27平均

値

今後の取組⽅針

①経常収⽀⽐

率
％

【経常収⼊／経常費⽤×100】

　給⽔収益や⼀般会計からの繰⼊⾦等の収益で、維持管理費

や⽀払利息等の費⽤をどの程度賄えているかを表す指標。

 単年度の収⽀が⿊字であることを⽰す100％以上となっているこ

とが必要です。

　数値が100％未満の場合、単年度の収⽀が⾚字であることを

⽰しているため、経営改善に向けた取組が必要となります。

104.44 111.21

　平成29年度以降は純損益で⾚字となり、100％未

満で継続する⾒込みとなっているため、今後も経費節減

に努めるとともに、適正な料⾦⽔準を検討していきます。

②累積⽋損⾦

⽐率
％

【当年度末処理⽋損⾦／（営業収益ｰ受託⼯事収益）×

100】

　営業収益に対する累積⽋損⾦（営業活動により⽣じた損失

で、前年度からの繰越利益剰余⾦等でも補塡することができず、

複数年度にわたって累積した損失のこと）の状況を表す指標。

　累積⽋損⾦が発⽣していないことを⽰す0％であることが求めら

れます。

0.00 1.93

平成34年度以降は累積⽋損⾦が発⽣する⾒込みと

なっているため、収⼊確保等の経営改善に向けた取組

を進めていきます。

③流動⽐率 ％

【流動資産／流動負債×100】

　短期的な債務に対する⽀払能⼒を表す指標。

　⼀般的に100％を下回るということは、1年以内に現⾦化できる

資産で、1年以内に⽀払わなければならない負債を賄えておら

ず、⽀払能⼒を⾼めるための経営改善を図っていく必要がありま

す。

477.55 391.54

　400％を上回っており、当⾯の⽀払いや資⾦繰りに問

題はない状況です。ただし、現⾦預⾦が減少しているこ

とを勘案すると、⼈⼝減少傾向ではあるものの経営上必

要な収益の増加に努めていきす。

④企業債残⾼

対給⽔収益⽐

率

％

【企業債現在⾼合計／給⽔収益× 100】

　給⽔収益に対する企業債残⾼の割合であり、企業債残⾼の

規模を表す指標。

　明確な数値基準はありませんが、投資規模は適切か、料⾦⽔

準は適切か、必要な更新を先送りしているため企業債残⾼が少

額となっているに過ぎないかといった分析を⾏い、経営改善を図っ

ていく必要があります。

431.22 386.97

　企業債残⾼が多額にのぼり、類似団体に⽐べ脆弱な

体質となっています。今後管路や施設の更新投資が増

加し、投資財源の⼀部を企業債とすることから、企業債

発⾏額は原則として償還元⾦の範囲内とし、企業債へ

の依存度に留意します。

⑤料⾦回収率 ％

【供給単価／給⽔原価× 100】

　給⽔に係る費⽤が、どの程度給⽔収益で賄えているかを表した

指標で、料⾦⽔準等を評価することが可能です。

　料⾦回収率が100％を下回っている場合、給⽔に係る費⽤が

給⽔収益以外の収⼊で賄われていることを意味します。数値が

低く、繰出基準に定める事由以外の繰出⾦によって収⼊不⾜を

補てんしているような事業体にあっては、適切な料⾦収⼊の確保

が求められます。

99.31 101.72

　料⾦回収率が100％を下回っており、給⽔に要する

維持管理費⽤などを、⽔道料⾦で賄えていない状況で

す。今後も経費節減に努め、適正な料⾦⽔準を検討

し、料⾦回収率の向上を図っていきます。

⑥給⽔原価 円

【（経常費⽤­ （受託⼯事費+ 材料及び不⽤品売却原価+

附帯事業費）

­⻑期前受⾦戻⼊）／年間総有収⽔量】

　有収⽔量１㎥あたりについて、どれだけの費⽤がかかっているか

を表す指標。

　明確な数値基準はありませんが、経年⽐較や類似団体との⽐

較等により⾃団体の置かれている状況を把握・分析することが求

められます。

　必要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減といった経

営改善が必要となります。

93.66 168.20

　平成29年度以降は、給⽔原価が増加する⾒込みと

なっています。これは中⼭間地域での事業展開は地理

的要因により給⽔に要する費⽤がかかるため、類似団

体と⽐較し⾼く推移します。しかしながら、維持管理費

削減の徹底など経営努⼒を⾏っていきます。

⑦施設利⽤率 ％

【⼀⽇平均配⽔量／⼀⽇配⽔能⼒× 100】

　⼀⽇配⽔能⼒に対する⼀⽇平均配⽔量の割合であり、施設

の利⽤状況や適正規模を判断する指標。

　明確な数値基準はありませんが、⼀般的には⾼い数値であるこ

とが望まれます。

　経年⽐較や類似団体との⽐較等により⾃団体の置かれている

状況を把握し、数値が低い場合には、施設が遊休状態ではない

かといった分析が必要です。

43.45 54.77

　類似団体平均値を下回っており50％以下となってい

ます。今後も⼈⼝の減少により給⽔量の減少が予想さ

れるため、⽼朽化に伴う改修等の機会には、適切な施

設規模にダウンサイジングを検討することとします。

⑧有収率  ％

【年間総有収⽔量／年間総配⽔量】× 100

　施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標。

　100％に近ければ近いほど施設の稼働状況が収益に反映され

ているといえます。数値が低い場合は、⽔道施設や給⽔装置を

通して給⽔される⽔量が収益に結びついていないため、漏⽔や

メーター不感等といった原因を特定し、その対策を講じる必要があ

ります。

84.13 82.89

　計画的に漏⽔調査を⾏っており、類似団体平均値を

上回っています。計画的な⽼朽管路の布設替え等によ

る漏⽔防⽌により、無効な⽔量を削減することで、有収

率の向上を⽬指します。

①有形固定資

産減価償却率
％

【有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産のうち償却

対象資産の帳簿原価

× 100】

　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進

んでいるかを表す指標で、資産の⽼朽化度合を⽰している。

　⼀般的に、数値が100％に近いほど、保有資産の耐⽤年数に

近づいていることを⽰しており、将来の施設の更新等の必要性を

推測することができます。管路経年化率や管路更新率の状況を

踏まえて分析する必要があります。

55.88 47.46

　類似団体数値を上回っており、固定資産の⽼朽化が

進んでいます。今後は更新等の財源の確保に努め、計

画的な更新を⾏います。

②管路経年変

化率
％

【法定耐⽤年数を経過した管路延⻑／管路延⻑× 100】

　法定耐⽤年数を超えた管路延⻑の割合を表す指標で、管路

の⽼朽化度合を⽰している。

　⼀般的に、数値が⾼い場合は、法定耐⽤年数を経過した管路

を保有しており、管路の更新等の必要性を推測することができま

す。

1.18 9.71

　⽼朽化した管路の布設替えを、実施してきましたので、

現状では、類似団体平均値を下回っています。更新等

の財源の確保に努め、今後も⽼朽管路の布設替えを

計画的に実施します。

③管路更新⽐

率
%

【当該年度に更新した管路延⻑／管路延⻑× 100】

　当該年度に更新した管路延⻑の割合を表す指標で、管路の

更新ペースや状況を把握できる。

　明確な数値基準はありませんが、数値が１％の場合、すべての

管路を更新するのに100年かかる更新ペースであることが把握でき

ます。

15.20 0.99
　類似団体平均値を上回っていますが、更新等の財源

確保に努め、管路更新を計画的に実施します。

１．施設

の健全性・

効率性

２．⽼朽

化の状況
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３.  投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組 

（１）投資について検討状況等 

� 民間の資金・ノウハウ等の活用（PFI・DBO の導入等）：全国の先進的取組事例や

県下における動向や具体的な事例を把握し、個別業務のアウトソーシングから包括

的民間委託の導入など段階的な実施検討を行っていきます。 

� 施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）：人口動向及びそれに伴う水需要を勘

案し、老朽化に伴う施設の更新の機会を活用したダウンサイジングを検討します。 

� 施設・設備の合理化（スペックダウン）：上記ダウンサイジングと同様です。 

� 施設・設備の長寿命化等の投資の平準化：計画期間内に既存施設の長寿命化計画の

策定を検討します。 

� 広域化：全国の取組事例や動向を把握し、近隣の水道事業体での広域連携の可能性

を検討していきます。 

� その他の取組：実施可能な改善テーマを抽出し、費用対効果を勘案して有効なもの

には積極的に取り組むこととします。 

 

（２）財源について検討状況等 

� 料金：平成２９年度からの赤字が継続し、現行の料金体系のもとでは赤字解消の見

込みは立ちません。健全な運営を確保するために、本経営戦略策定内容を利用者や

議会等へ報告した後、経営審議会を設置し、適正な料金水準について審議を行って

いくものとします。 

� 企業債：世代間負担の公平性を確保し、企業債の償還により経営が圧迫することの

ないよう、建設改良事業の起債充当率について検討し、起債残高の平準化を図って

いきます。 

� 繰入金：一般会計繰入金への依存度が高いため、料金改定の検討の際には一般会計

との負担区分の在り方について検討します。 

� 資産の有効活用等による収入増加の取組：余剰施設等が発生した場合には、売却や

貸付等、資産の有効な活用を検討していきます。 

� その他の取組：該当ありません。 

 

（３）投資以外の経費について検討状況等 

� 委託料：委託業務内容及び人件費等を適正に算出し、委託料を設定していきます。

また、民間活力の活用を検討するなかで、必要に応じて計画の見直しを行っていき

ます。 

� 修繕費：計画的な修繕を行い、トータルコストの削減、支出の平準に努めていきま

す。 

� 動力費：より安価に調達できる手法を検討するとともに、今後費用が高騰する場合

においては、経営戦略の事後検証の一環として、推定値の調整を行っていきます。 
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� 職員給与費：経営に支障をきたさない範囲で適正な見直しを行い、今後も効率的な

運営に努めていきます。 

� その他の取組：各種費用に関して、より効率的、経済的な手法等、引き続き検討を

行い、コスト削減に努めていきます。 

        

第 6 章 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、毎年度進捗管理（モニタリング）を

行うとともに、概ね３年から５年に一度見直し（ローリング）を行います。見直しに当た

っては、本戦略の投資・財政計画の試算と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果

を企業経営に反映させるＰＤＣＡ（計画・実施・検証・見直し）サイクルを導入します。 

また、本戦略策定後において、広域化や民間活用等の新たな経営健全化や料金見直しな

どの財源確保に係る取組が具体化した場合等においては、本戦略に追加し、投資・財政計

画の更新を行います。 
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用語解説 

 

【アセットマネジメント】 

水道などの公共インフラを資産として捉え、それらの施設の状態を客観的に把握、評価

し、中長期的な資産の状態を予測するとともに、予算制約を考慮して施設を計画的、かつ、

効果的に管理する手法のことを指します。 

 

【企業債】 

地方公共団体が地方公営企業の建設、改良などに要する資金にあてるために起す地方債

のことです。 

 

【長寿命化】 

従来の対症療法型から、「損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換

を図り、公共施設等の定期的な施設点検を行い、損傷が拡大する前に適切な処置を行うこ

とで、構造・設備・機能などの耐久性を高め、公共施設等をできるだけ長く利用する手法

のことです。 

 

【包括的民間委託】 

地方公共団体が行政責任を果たすために必要な監督権等を留保したうえで、その業務を

包括的に民間（個人も含む）に委託する制度です。 

 

【有収水量】 

浄水場などから供給した配水量のうち、水道料金の徴収対象となった水量ことです。 

 

【ＰＦＩ】 

PFI（Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）と

は、公共施設等の建設、維持管理、運営などを民間の資金、経営能力及び技術的能力を活

用して行う手法のことです。 

 

【DBO】 

ＤＢＯ（Design Build Operate）とは、民間事業者に設計・建設・維持管理・運営等を

長期契約とし、業務を一括性能発注する手法です。 

 

 


